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1．はじめに（研究背景等）

•気候変動への適応が必要
• 2015年︓パリ協定発効
• 2018年︓気候変動適応計画策定，気候変動適応法施⾏

○気候変動の影響は，地域の条件に応じて異なる
→地方自治体の役割が重要
○地域の適応の情報収集・提供の拠点
→地域気候変動適応センターの設置

•地域での適応を強化

気候変動による影響の顕在化
2050年ごろまで気温上昇の予測



1．はじめに（研究背景等）

 気象庁，気候変動の実態や温暖化予測情報の提供
 環境省，⽂科省等→地域の気候変動影響評価（適応策検討）研究
 国環研︓A-PLAT(気候変動適応情報プラットフォーム）整備，情報発信

自治体における適応策への社会実装はまだ十分進んでいない

課題

気候変動情報→必ずしも使いやすい情報になっていない
問題点

現状

 どのような情報が求められているのか︖
 どのように情報の収集・整理・分析をすればよいか︖
 情報作成の参考となるようなものがない

多くのLCCACには気象や気候変動の研究の専門家がいない

科学的知⾒は充実しつつあるものの・・



2．研究開発目的
課題
 どのような情報が求められているのか︖
 どのように情報の収集・整理・分析をすればよいか︖
 情報作成の参考となるようなものがない

目的
1. LCCACが作成できる気候変動適応を推
進するための情報デザインを開発

＊本研究では，LCCACが情報の収集・整理・分析を通じて気候変動情報を
作成する⼀連の流れを「情報デザイン」と定義

2. 参考書︓情報作成の⼿引きの作成



情報デザイン（情報作成の流れ）

情報発信情報の収集・整理・分析 適応の理解・⾏動

・県関係部署
・市町村
・事業者
・県⺠

⼿段
・HP
・講演
・セミナー
・NL
・動画
・SNS

既存データの活用

独自（新規）デー
タの活用

LCCAC

サブ課題情報の活
用

適応計画策定情報提供
適
応
の
推
進

本研究の研究対象範囲



研究体制

アウトカム 「情報作成の⼿引き」作成

地域気候変動
適応センター
活動支援

・適応計画策定
・適応策⽴案
・気候変動理解促進

⾼密度気象データベースの
構築

マルチユーザー
に配慮した情報
デザインの検討

・情報ニーズと
LCCACの課題の
把握
・既存情報のデ
ザインの開発

過去の異常気象整理と
地域気候変動マップの作成

改良版の⼟砂災害
警戒情報の作成

凍霜害・雨氷害の
早期警戒情報の作成

児童・生徒の熱中症
判断基準情報の作成

サブ3（⻑野県）

サブ4（福島大）

サブ5（東北大）

サブ6（信州大）

サブ1（⻑野県）

情報デザイン検討 気候変動情報開発
サブ2（農研機構）

自
治
体
で
求
め
る

地
域
詳
細
な
情
報

現
場
の
ニ
ー
ズ
の
⾼
い
情
報

多くの自治体が
利用可能な情報



サブテーマ1

マルチユーザーに配慮した
情報デザインの検討

⻑野県環境保全研究所



サブ1．研究目標と開発内容
さまざまな気候変動情報（以下のサブテーマ２〜６で開発される情報を含む）を，
産官学のリスクコミュニケーションの場を活用して，その情報デザインを検討し，
成果を情報作成ガイドラインとしてまとめる．

①LCCACへのアンケート調査およびヒアリング調査等から，求められている気候変
動情報とは何か（ニーズ）とその情報作成にあたっての課題を抽出

②既存の気候変動に関する情報等を用いて，信州気候変動適応センターとして実施し
た情報の収集・整理・分析を情報デザインの分析事例とする．

③サブテーマ２〜６へ，開発に必要な情報の収集と提供，関係者とのリスクコミュニ
ケーションの場の設定などのサポート．

④②およびサブテーマ２〜６で作成された情報を情報デザインとしてとりまとめ，
LCCACがその活動として参考となるような情報作成の⼿引き（案）を作成する．



気候変動情報へのニーズとLCCACの課題

求められている気候変動情報
LCCACがかかえる情報作成にあたっての課題

情報作成の⼿引き



LCCACの情報デザインの参考書の作成
情報作成の⼿引き

LCCACの活動事例集
（情報収集・整理・発信）



サブテーマ2

精密気象分布データ作成のための
⾼密度気象データベースの構築

国⽴研究開発法⼈農業・⾷品産業技術総合研究機構



研究背景 （サブ課題２）

 気候変動による影響評価や適応策の社会実装に取り組むに
あたり、空間的に⾼密度かつ精度の⾼い気象情報が必要不
可欠である。

 「信州モニタリングネットワーク」により、⻑野県内の
種々の機関（気象庁以外も含む）による多数の観測データ
の収集を進めたが、精度や観測方法の不均質性が課題と
なっている。

信州・気候変動モニタリングネットワーク

管理運営主体が異なる気象観測
データはデータの書式や地点管
理の方法がそれぞれで異なり、
これらのデータを横断的に利用
することが難しい状況である。



研究開発目的 （サブ課題２）

「信州モニタリングネットワーク」等により収集された、気象
庁を含む複数の機関により観測された気象データを、管理運営
主体毎に異なる品質管理や統計処理法の均質化を図り、ユー
ザーが利用しやすい形式でデータベース化する。



研究目標 （サブ課題２）

⻑野県をモデル地域とし、

気象庁を含む複数の機関により観測された気象データを収
集し、気象庁で定めている観測や統計に関する指針に従い
品質管理や統計処理法の均質化を図る。

地域スケールでの気候変動影響評価や適応技術の社会実装
への利用に適した、空間的に⾼密度かつ⾼精度の気象デー
タベースを作成する。

観測データと併せて観測地点のメタ情報も整備し、ユー
ザーが利用しやすい形式で気象データが提供できるツール
を作成する。



研究開発内容 （サブ課題２）

実測気象データの収集・整備

⻑野県（信州・気候変動モニタリング
ネットワーク）

※ 観測機器、観測環境、観測値
処理方法に関するメタ情報

データの均質化

気象庁（官署・AMeDAS）

自治体（県・市町村）

他省庁（気象庁以外）

⾼密度地点データベース

 品質管理
 修正
 補正
 再統計

気象庁統計指針

統

⼀
規
格
化

⽇最⾼・最低気温の統計方法の変更

地図ベース
プラットフォーム

表形式数値情報



成果の概要 （サブ課題２）

各観測地点のメタ情報を取得

位置関係の視覚化とメタ情報取得 新規IDの付与と地点移動の視覚化

横断的なデータ抽出ツール



成果の概要 （サブ課題２）

観測点周辺の土地利用割合および変遷に関する詳細情報（1976～2016）

観測地点周辺の土地利用割合の経年変化（1976～2016） 穂高

R=0.5km R=1km



サブテーマ3

過去の異常気象情報の整理と
気候変動地域マップの作成

⻑野県環境保全研究所



研究開発目的と目標（サブテーマ３）

①長野県における気象災害と異常気象に関する情報整理
②顕著な極端事例に関する発生機構の解析
③地域の気候変動の実態を示した気候変動地域マップ作成

＜目的＞

①整理した情報のうち、豪雨や豪雪の情報をサブテーマ４、凍霜害の情報をサブ
テーマ５、猛暑の情報をサブテーマ６に提供

＜目標＞

②1980年以降の40年間について顕著な極端事例を抽出して、数値モデルによる
再現計算と感度計算に基づいてメカニズムの解明

③サブテーマ２から提供される高密度気象データベースと数値モデルによる再現
計算結果を併用した気候変動地域マップの作成と、経年変化が分かりやすい形
でサブテーマ１へプロダクトを提供



研究成果（サブテーマ３）
被

害
額

（
億

円
/
年

）

梅雨前線
豪雨(36災)

台風7号，
伊勢湾台風

台風10号，
台風18号

台風10号

梅雨前線
豪雨

冷害

令和元年
東日本台風

梅雨前線
豪雨

長野県で1945～2020年に発生した気象災害による被害額
（2015年の物価水準に換算）

年

※) 赤は1980年代以降の各年代で最も被害額が大きい事例

豪雨による被害が大きく、特に台風に伴う豪雨で甚大な被害が出る傾向
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(38.5℃)

2019/10/12の
令和元年東日本台風

長野地方気象台における1889～2021年の年間最大日降水量

長野地方気象台における1889～2021年の年間最高気温

極端豪雨の激化
と頻発化。

年間最高気温が
35℃以下の年は
1993年を最後に
なし。

日降水量100ミリ
を超えた7事例の
うち5事例が1980
年以降に発生。

猛暑発生リスクの
増加。



長野県北部

長野県南部

48時間積算降水量 (mm) 48時間積算降水量 (mm) 48時間積算降水量 (mm)

降水量の差分 (NoMtラン－CTLラン)

飛騨山脈

赤石山脈

研究成果（サブテーマ３）

レーダー
解析雨量

モデル：再現計算
(CTLラン)

モデル：山岳除去
計算(NoMtラン)

・東日本台風による豪雨事例に
ついて、レーダー解析雨量とモ
デルの再現計算はよく整合

・山岳が長野県北部の降水を助
長し、南部の降水を抑制

山岳は必ずしも長野県を台風の
豪雨から守ってはいない



研究成果（サブテーマ３）

1983年9月27-28日の
2日間積算降水量
(台風10号の豪雨)

1995年7月11-12日の
2日間積算降水量
(梅雨前線豪雨)

2006年7月16-19日の
4日間積算降水量
(梅雨前線豪雨)

2019年10月12日の
1日の積算降水量
(東日本台風の豪雨)

20 200 400 600 800
降水量 (mm)

・数値モデルは高密度気象観測とよく整合し、観測点の間や山岳域の降水量をうまく補完
することで降水量の詳細な空間分布を可視化

・年代を追うごとに１回の豪雨イベントにおける降水量が増加
・梅雨前線豪雨では長野県の西側で降水量が多く、飛騨山脈が長野県の降水量を抑制

背景色：数値モデル
プロット：高密度気象観測値

灰色線：長野県の市町村境界

黒 線：標高2000mの等高線

1980年代以降の各年代で最も被害の大きな豪雨事例を気候変動地域マップとして比較



サブテーマ4

改良版⼟砂災害警戒情報の作成

福島大学



4,000m

0m

⻑野県

[はじめに]
国土面積2/3の山地を占めるわが国において気候

変動による土砂災害のリスク増加が危惧されると同
時に，早期の被害の防止や軽減の対応が必要とされ
ている．気象状況に応じて危険察知をして避難する
アプローチの他，事前に被災リスクの高い地域の保
全，被害の回避の対応も進めなければならない．

サブテーマ4 改良版の土砂災害警戒情報作成

[研究開発目的]
気候変動適応に必要な情報を，適応策の実施主体

が使える情報となるような情報デザインを開発する．

[研究目標]
豪雨に対する土砂災害発生リスクモデルを融雪も

対象にできるモデルへと改良し，土砂災害を誘発す
る気象状況のリスクを統合化して評価することで，
土砂災害警戒区域毎のリスクのデータベースを開発
する．また，この開発されたデータベースの情報を
モデル市町村と共有し，土砂災害の適応策に利用で
きる情報へ改良し，この情報およびツールのプロト
タイプをクラウド上で公開する．

「土砂災害」
「土砂災害警戒区域」

マルチな気象事象に対応できる
土砂災害警戒区域のリスク値

豪雨による土砂災害リスク

暖候期 寒候期

融雪による
土砂災害リスク

データベース・クラウド公開



[研究開発内容]
①気候モデルによる融雪データ整備：

融雪による土砂災害事例と気候変動による融雪状態を考慮し，
気温上昇に伴う融雪，および融雪時に生じる降雨も含めた
RoS(Rain on Snow)による気象条件を求めた．また，この気象条
件を気候モデル(計8モデル)にあてはめて，現在，近未来(2050年
期)，将来(2100年期)の換算降水量を求めた．
②土砂災害リスクマップの開発：

融雪期の換算降水量を用いることで融雪を対象とした土砂災
害リスクモデルを開発し，⻑野県における土砂災害警戒区域の土
砂災害発生リスクを導出した．
③豪雨と融雪の統合化リスクの導出：

融雪と豪雨を対象とした土砂災害リスクを統合化し，土砂災
害警戒区域ごとのリスクのデータベースを開発した．
④データベース活用事例：

開発された土砂災害リスクのデータベースを用いた図化事例，
および利活用例を示した． 適応策実施メニュー(案)



[成果の概要]
① 成果の概要：

土砂災害モデルの改良開発により，マルチな気象事象に応じた土砂災害警
戒区域のリスク値が求められたことに合わせて，データベースが開発された．
また，このデータ開発に合わせて情報およびツールのプロトタイプをクラウ
ド上で公開することができた．

併せて，この検討の中で，RoSの生じやすい気象条件が整理されたととも
に，融雪だけを考慮すればリスクの高まりは高標高へ移行してリスクの高ま
る警戒区域は減少する知見が求められた．
（1）誌上発表(査読有2本，査読無2本)
（2）口頭発表（学会等）(15件)
（3）「国⺠との科学・技術対話」の実施(3件)
（4）マスコミ等への公表・報道等(0件)
（5）本研究費の研究成果による受賞(1件)
② 環境政策などへの貢献：

豪雨と融雪を考慮した土砂災害発生リスクモデルを用いて，マルチな気象
条件に応じた土砂災害リスク情報を明らかにした成果により，莫大な指定区
域数への対応が困難な自治体に対して対応の優先順位を誘導できる情報が整
備されました．したがって，土砂災害警戒区域内での具体的な適応策（行
動）の検討への利活用へ貢献が期待できる．



サブテーマ5

凍霜害および雨氷害
早期警戒情報の作成

東北大学



(/s)

凍霜害・雨氷害の気象状況と被害の
関係解明と，短期リスク情報提供手
法について試行と改良を行った

• アンサンブル予報を用いた霜の確率
的な危険度情報の提供手法

• 雨氷の発生リスクの予報可能性
を示した

予報時間による最低葉温と凍霜害の危険度（例）
左：最低葉温平均値の推移
右破線：霜予測したメンバーの割合

シミュレーションによる雲物理パラメータ
PGACRの分布．赤囲み：雨氷害確認地域

S5:凍霜害および雨氷害早期警戒情報の作成（東北大学）
農作物の凍霜害および森林の雨氷害を対象として，週間アンサンブル予報から確率
情報をつけた凍霜害，雨氷発生の短中期リスク情報を作成する．



サブテーマ6

温熱環境と暑熱感の主観評価による
児童の熱中症判断基準情報の作成

信州大学



・複数の教育機関（⻑野市内の⼩中学校）における室内の温熱環境の計測
・被験者の主観とバイタルサインから，教室内の熱中症判断基準を検討．

・教育機関の屋外環境の計測
・被験者の主観とバイタルサインから，屋外の熱中症判断基準を検討．

・年齢層の異なる教育機関（高校と保育園）を対象に同様の実測．
・屋内外の温熱環境要因と主観申告のモニタリングデータから、さまざま
な年齢の児童の熱中症予防の判断基準を開発
・成果とツールのプロトタイプをクラウド上で公開する．

2019年度

2020年度

2021年度

研究開発目的
教員が屋内外における児童の熱中症予防の判断基準となる情報を作成する。

児童の熱中症

S6:温熱環境と暑熱感の主観評価による児童の熱中症判断基準情
報の作成（信州大学）



▽教室の受容範囲
⻑野県⻑野市の高校(⻑野⼯業高校)の実測結果。2017年夏と2018年夏に計測。

温熱感覚の現場計測（高校）

• 生徒の80％の受容温度範囲は、23.3 – 28.5℃
• ⻑野市でも教室温度が30℃を超えて危険な時間帯がある
• 体温調節の薄着は受容範囲内で行われ，30℃付近から下限到達。
⇒ 個人の熱ストレスに対する適応には限界があり，冷房による適応が必要．
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図9  空気線図における体感温度とWBGT， 

   熱中症死亡データの関係 
図10 教室における室内作用温度と着衣量

の関係 



温熱感覚の現場計測（⼩学校）

▼学年毎における適温感の割合教員の予想と生徒の適温感の比較
• ⻑野県⻑野市公⽴⼩学校1校の実態調査，2019年6〜7月に実施。
• 横軸は室内作用温度、縦軸は“部屋の温度を変えなくていい”と回答した割合

• 低学年は「変えない」割合が低い。暑くなれば「涼しくしてほしい」と感じている。
• 高学年は「変えない」割合が低い。暑くてもそのままでよいと感じている
• 教員による生徒の熱ストレスの予測は，二極化
→ 熱ストレスの感じ方は，学年や性別によって異なる．
→ 教員が予想する生徒の感じ方は、生徒の感じ方と異なる。
⇒ 各個人の主観ではなく，温度計測による調節が望ましい．



温度分布の現場計測（⼩学校）

▼広域の温度差
• ⻑野地方気象台と各公⽴⼩学校の百葉箱の温度を比較
• ⻑野地方気象台は市内より標高が高い為、多くの⼩学

校の屋外気温は公表値より低くなる傾向
開口部近傍(屋外側)

教員の主な滞在範囲
▼教室の温度分布
⻑野県⻑野市公⽴⼩学校の3F教室のWBGT分布(2021年8
月)
• 教員の滞在する空間より，開口部近辺は熱くなりやすい
• 教員は一部の生徒の熱中症リスクを見落としやすい状況

▼校庭の温度差
• 北側校舎，南側校庭の配置におけるWBGT分布を計測
• 建物反射成分が合成されることから，校舎南側近傍が

校庭で暑熱リスクが高くなりやすい

教室，校庭ともに温熱環境計測が必要．



熱中症リスク軽減のための穏やかな情報通知
LED表現による熱中症指数の教室内リアルタイム表示

健康リスクの伝達 (表示デバイス開発)



5-2.環境政策等への貢献

⾼森町「将来の気候変動を⾒通した市⽥柿の気候変動適応策計画」
（2019年12月策定）．
気象庁「⽇本の気候変動2020」（2020年12月策定）．評価検討部
会の委員として参加．自治体の求める気候変動情報について意⾒を伝
える．
飯⽥市「'21いいだ環境プラン第5次改訂（地域気候変動適応計
画）」（2021年4月策定）．
⻑野県「⻑野県ゼロカーボン戦略（地域気候変動適応計画）」
（2021年6月策定）．「⻑野県の気候変動と適応策【概要版】」
⻑野市「第三次⻑野市環境基本計画（地域気候変動適応計画）」
（2022年4月策定）．
飯山市「第三次飯山市環境基本計画」（2022年4月策定予定）．計
画本⽂に適応策の項目が記載．
松本市「地域気候変動気候計画」（2022年夏策定予定）

＜⾏政等が既に活用した成果＞



5-3.研究目標の達成状況
全体目標である「地域の気候変動適応を推進するため、多種多様な気候変動情報
や現場のデータを、適応の主体となる情報のユーザーにとって価値のある、使い
やすい情報へと変換する（デザインする）方策を提示する。」に対しては，さま
ざまな気候変動に関する情報の情報デザインをまとめた「気候変動適応に係る情
報作成の⼿引き（案）〜情報収集・整理・分析のための情報デザイン〜」を作成
したことから目標を達成したといえる．

各サブテーマの研究目標については，⼀部で新型コロナウイルスの影響により実
施できなかった項目や開発した情報やツールをクラウド上に公開する準備までは
ととのったものの，公開まではいたらなかったものもある⼀方，目標以上の成果
を達成したサブテーマものもある．

具体的には，サブテーマ1における生態系分野における情報デザイン，サブテーマ
3における過去の異常気象のメカニズム解明，サブテーマ5における雨氷解析の定
量化・凍霜害リスクの危険度評価である．

以上より，全体としてはおおむね研究目標を達成したといえる．



6.研究成果の発表状況

査読付き論⽂ 11件

査読付き論⽂に準ずる成果発表 0件

その他誌上発表（査読なし） 15件
口頭発表（学会等） 46件
「国⺠との科学・技術対話」の実施 44件
マスコミ等への公表・報道等 34件
本研究に関連する受賞 1件


